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表紙

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

連結注記表及び個別注記表につきましては、法令及び当社定款第15条の定めに基づき、
インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.totetsu.co.jp/ir/meeting.html）に
掲載しております。

法令及び定款に基づくインターネット開示事項

（2021年４月１日から2022年３月31日まで）



2022/05/25 19:22:55 / 21826128_東鉄工業株式会社_招集通知：Web開示

連結注記表

連結注記表
(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記)
1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社数 ４社 東鉄機工株式会社
東鉄メンテナンス工事株式会社
東鉄創建株式会社
興和化成株式会社

2. 持分法の適用に関する事項

持分法適用関連会社数 ３社 株式会社ジェイテック
株式会社全溶
株式会社日本線路技術

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

4. 会計方針に関する事項
⑴ 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

② 棚卸資産（未成工事支出金等）
ａ 未成工事支出金 個別法による原価法
ｂ 未成業務支出金 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
ｃ 商品及び製品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
ｄ 材料貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

⑵ 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以
降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
② 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。
　なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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連結注記表

⑶ 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
② 完成工事補償引当金
　完成工事に係る契約不適合責任に基づき要する費用に充てるため、当連結会計年度の完成工事高に対する将来の見積補償額を
計上しております。
③ 賞与引当金
　従業員賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度対応分を計上しております。
④ 工事損失引当金
　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額
を合理的に見積ることができる工事について、損失見込額を計上しております。
⑤ 修繕引当金
　保有する線路保守用車両等の定期的な保守及び修繕の支出に備えるため、当該支出見込額のうち当連結会計年度末までに負担
すべき額を計上しております。

⑷ 退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準
によっております。
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により費用処理しており
ます。
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法
により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
③ 小規模企業等における簡便法の採用
　連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする
方法を用いた簡便法を適用しております。

⑸ 重要な収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足す
る通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

土木事業及び建築事業
　当社及び連結子会社において、土木及び建築工事全般に関する、企画、設計、施工、監理等の事業を行っております。工事収
益総額は、原則として顧客との工事請負契約の金額で算定しておりますが、契約前に発注者の工事指示書等に基づき作業を行っ
た場合、未契約金額については発注者からの工事指示書等の内容から、見積りによって算定しております。当該事業において
は、主に顧客との工事請負契約に基づき、土木及び建築工事を行う履行義務を負っており、当該履行義務は、工事の進捗に応じ
て資産の支配を一定の期間にわたって顧客に移転しているものと考えられるため、当連結会計年度末において測定した当該履行
義務の充足に係る進捗度に基づき、一定の期間にわたり収益を認識しております。進捗度の見積りは、契約ごとに、期末日まで
に発生した原価の累計額が、工事原価総額に占める割合（インプット法）に基づいて算定しております。また、履行義務の充足
に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合
には、原価回収基準により処理しております。工期がごく短い工事については、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履
行義務を充足した時点で収益を認識しております。
　なお、一定の期間にわたり収益を認識する方法により計上した完成工事高は、72,721,818千円であります。
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(会計方針の変更等)
⑴ 収益認識に関する会計基準等の適用
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を当連結会
計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込
まれる金額で収益を認識することとしております。
　これにより、工事契約に係る収益認識に関して、従来は工事の進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事
進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりましたが、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり
収益を認識する方法に変更しております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、当該履行義務
を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、原価回収基準により処理しております。工期がごく短い工事
については、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っておりますが、利益
剰余金の当期首残高へ与える影響はありません。
⑵ 時価の算定に関する会計基準等の適用
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を当連結
会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４
日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することと
しております。なお、連結計算書類に与える影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　一定の期間にわたり履行義務が充足される工事契約に係る完成工事高（竣工済みの工事及び原価回収基準により処理した工事を
除く）41,321,260千円
⑵ 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　一定の期間にわたり履行義務が充足される工事契約については、工期がごく短い工事を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見
積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。進捗度の見積りは、契約ごとに、期末日までに発生した
原価の累計額が、工事原価総額に占める割合（インプット法）に基づいて算定しております。
　工事収益総額のうち、契約前に発注者の工事指示書等に基づき作業を行った場合、未契約金額については発注者からの工事指示
書等の内容から、見積りによって工事収益総額を算定しております。
　また、工事原価総額の見積りは、工事ごとに将来の気象条件や作成時点で入手可能な情報に基づいた施工条件や資機材価格につ
いて仮定を設定し、作業効率等を勘案して工種ごとに詳細に積み上げることによって見積っております。
　工事収益総額及び工事原価総額の見積りは、新たな合意による工事契約の変更や工種並びに工法の見直し、新たな事象の発生等
の状況変化により変動する可能性があります。その結果、工事収益総額及び工事原価総額は見積金額と異なる場合があり、翌年度
の連結計算書類の一定の期間にわたり履行義務が充足される工事契約に係る完成工事高に影響を与える可能性があります。
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未成工事支出金 1,549,951千円
未成業務支出金 116,898
商品及び製品 511,238
材料貯蔵品 873,788

銀行借入金保証 40,845千円

受取手形 197,377千円
電子記録債権 889,921
完成工事未収入金 38,980,244
売掛金 1,302,616
契約資産 32,350,795

当連結会計年度
期首株式数 (千株)

当連結会計年度
増加株式数 (千株)

当連結会計年度
減少株式数 (千株)

当連結会計年度末
株式数 (千株)

発行済株式

普通株式 36,100 － － 36,100

合計 36,100 － － 36,100

自己株式

普通株式 1,674 0 － 1,674

合計 1,674 0 － 1,674

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額 (円) 基準日 効力発生日

2021年６月24日
定時株主総会 普通株式 1,617,994 47 2021年３月31日 2021年６月25日

2021年11月10日
取締役会 普通株式 1,445,867 42 2021年９月30日 2021年12月10日

(連結貸借対照表に関する注記)
⑴ 未成工事支出金等の内訳

⑵ 保証債務

⑶ 受取手形・完成工事未収入金等のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額はそれぞれ以下のとおりであります。

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)
⑴ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取による取得０千株であります。
⑵ 配当に関する事項
① 配当金支払額
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決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額 (円) 基準日 効力発生日

2022年 6 月28日
定時株主総会 普通株式 1,480,292 43 2022年 3 月31日 2022年 6 月29日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2022年６月28日開催予定の定時株主総会において次のとおり付議いたします。

(金融商品に関する注記)
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。
またデリバティブ取引は行っておりません。

② 金融商品の内容及びそのリスク
　受取手形・完成工事未収入金等の営業債権に係る顧客の信用リスクに関しては、取引事前審査、定期的な与信状況報告、取引
先ごとの期日管理及び残高管理を行い、リスク低減を図っております。
　投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されていますが、四半
期ごとに時価把握を行っております。
　支払手形・工事未払金等の営業債務及び借入金（運転資金）の流動性リスクに関しては、月次資金繰計画を作成するなどの方
法により管理を行っております。
　ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、固定金利であるため
金利変動リスクはありません。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
a 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理の規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況等を定期的にモニタリン
グし、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の信用管理の
規程に準じて管理を行っております。

b 市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
　当社は、投資有価証券である株式は、定期的に時価や投資先の財務状況等を把握するとともに、投資効果を勘案して保有
状況を見直すことで市場リスクを管理しております。

c 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき、財務部が資金繰計画を作成・更新することにより流動性リスクを管理しておりま
す。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動
することもあります。

⑤ 信用リスクの集中
　当期の連結決算日現在における営業債権のうち73.8％が特定の大口顧客に対するものであります。

5



2022/05/25 19:22:55 / 21826128_東鉄工業株式会社_招集通知：Web開示

連結注記表

連結貸借対照表
計上額 時価 差額

①　受取手形・完成工事未収入金等 73,720,954 73,710,714 △10,240

②　投資有価証券

その他有価証券 9,440,656 9,440,656 －

資産計 83,161,611 83,151,371 △10,240

③　リース債務（＊₃） 982,645 972,958 △9,687

負債計 982,645 972,958 △9,687

区分 当連結会計年度

非上場株式 271,143千円

レベル1の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象とな
る資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル2の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外の時価の算定に係るインプット
を用いて算定した時価

レベル3の時価： 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(単位：千円)

（＊₁）「現金預金」、「支払手形・工事未払金等」については、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであるこ
とから、記載を省略しております。

（＊₂）市場価格のない株式等は、「②　投資有価証券　その他有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額
は以下のとおりであります。

（＊₃）１年以内に返済予定のリース債務を含めております。
　なお、リース債務の金額には、利息相当額を控除しない方法によっているリース債務23,352千円が含まれております。

⑶ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類しております。

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのう
ち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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区分
時価(千円)

レベル1 レベル2 レベル3 合計

投資有価証券 9,440,656 － － 9,440,656

区分
時価(千円)

レベル1 レベル2 レベル3 合計

受取手形・完成工事未収入金等 － 73,710,714 － 73,710,714

リース債務 － 972,958 － 972,958

連結貸借対照表計上額 時　価

936,833 4,320,030

⑴ １株当たり純資産額 2,821円32銭
⑵ １株当たり当期純利益 154円72銭

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（＊）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分
類しております。
受取手形・完成工事未収入金等
　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現
在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
リース債務
　リース債務の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算
定しており、レベル２の時価に分類しております。

(賃貸等不動産に関する注記)
⑴ 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、東京都その他の地域において、賃貸用の商業ビル等（土地を含む。）を有しております。
⑵ 賃貸等不動産の時価等に関する事項

(単位：千円)

(注1) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
(注2) 時価は、主として「不動産鑑定評価基準｣に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。)であります。

(１株当たり情報に関する注記)
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報告セグメント その他
(＊) 合計

土木事業 建築事業 計

売上高
一時点で移転される
財又はサービス 26,788,228 6,923,283 33,711,511 7,842,830 41,554,342
一定の期間にわたり
移転される財又はサービス 51,786,615 20,935,203 72,721,818 － 72,721,818

顧客との契約から生じる収益 78,574,844 27,858,486 106,433,330 7,842,830 114,276,161

その他の収益 － － － 441,941 441,941

外部顧客への売上高 78,574,844 27,858,486 106,433,330 8,284,771 114,718,102

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 47,171,763

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 41,370,159

契約資産（期首残高） 28,836,564

契約資産（期末残高） 32,350,795

契約負債（期首残高） 296,506

契約負債（期末残高） 696,419

(収益認識に関する注記)
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

（＊）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、鉄道関連製品の製造及び販売、不動産賃貸事業並び
に環境事業等を含んでおります。

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は「４．会計方針に関する事項（５）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで
あります。
　なお、期末日までに発生した原価の累計額の見積り工事原価総額に占める割合が、履行義務の充足に係る進捗度に概ね比例して
いると考えられることから、発生原価に基づくインプット法によっております。
　また、工事契約に関する取引の対価は、契約条件に従い、概ね履行義務の進捗に応じて段階的に受領（契約に基づき前受金を受
領する場合があります。）しており、当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素は含まれておりません。
⑶ 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末において存在
する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報
① 契約資産及び契約負債の残高等
　顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債に関する情報は以下のとおりであります。
　連結貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権及び契約資産は、「受取手形・完成工事未収入金等」に含めて表示し
ており、契約負債は、「未成工事受入金」として表示しております。

(単位：千円)
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　契約資産は、主として連結会計年度末日における一定期間にわたり収益を認識している進行中の工事契約について、顧客が対
価を支払うか支払期限が到来する前に収益認識を行った場合、受け取る対価に対する権利のうち、債権として計上すべき金額を
除いた金額をもって計上しております。契約資産は、対価に対する当社及び連結子会社の権利が無条件になった時点で顧客との
契約から生じた債権に振り替えられます。当該工事契約に関する対価は、契約条件に従い顧客に請求しております。
　契約負債は、主として工事契約に係る履行義務を充足する前に顧客から受け取った又は支払期限が到来した金額が収益認識を
行った額を超える場合、当該超過額をもって計上しております。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。なお、当連結
会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、248,756千円であります。
　また、過去の期間に充足した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益の額は1,720,805千円であります。

② 残存履行義務に配分した取引価格
　当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に予想される契約
期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。未充足（又は部分的に未充足）の履行義務は、当連結会計年度
末において79,800,931千円であります。当該残存履行義務は、土木事業及び建築事業における工事契約に関するものであり、
期末日後１年以内に約60％、2年以内に約30％、残り約10％がその後の期間に収益として認識されると見込んでおります。

(新型コロナウイルス感染症の影響)
　新型コロナウイルス感染症の収束時期は不透明な状況が継続すると見込まれるものの、当連結会計年度における当社グループの
工事の状況から判断し、当社グループの状況に重要な影響はないとの仮定に基づき、会計上の見積りを行っております。
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個別注記表
(重要な会計方針に係る事項に関する注記)
⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

② その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

⑵ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
① 未成工事支出金 個別法による原価法
② 未成業務支出金 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
③ 商品及び製品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
④ 材料貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

⑶ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以
降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
② 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。
　なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

⑷ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
② 完成工事補償引当金
　完成工事に係る契約不適合責任に基づき要する費用に充てるため、当事業年度の完成工事高に対する将来の見積補償額を計上
しております。
③ 賞与引当金
　従業員賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当事業年度対応分を計上しております。
④ 工事損失引当金
　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合
理的に見積ることができる工事について、損失見込額を計上しております。
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⑤ 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

ｉ）退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準
によっております。

ⅱ）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により費用処理して
おります。
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法
により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

⑥ 修繕引当金
　保有する線路保守用車両等の定期的な保守及び修繕の支出に備えるため、当該支出見込額のうち当事業年度末までに負担すべ
き額を計上しております。

⑸ 重要な収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点
（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

土木事業及び建築事業
　当社において、土木及び建築工事全般に関する、企画、設計、施工、監理等の事業を行っております。工事収益総額は、原則
として顧客との工事請負契約の金額で算定しておりますが、契約前に発注者の工事指示書等に基づき作業を行った場合、未契約
金額については発注者からの工事指示書等の内容から、見積りによって算定しております。当該事業においては、主に顧客との
工事請負契約に基づき、土木及び建築工事を行う履行義務を負っており、当該履行義務は、工事の進捗に応じて資産の支配を一
定の期間にわたって顧客に移転しているものと考えられるため、当事業年度末において測定した当該履行義務の充足に係る進捗
度に基づき、一定の期間にわたり収益を認識しております。進捗度の見積りは、契約ごとに、期末日までに発生した原価の累計
額が、工事原価総額に占める割合（インプット法）に基づいて算定しております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的
に見積ることができないが、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、原価回収基準に
より処理しております。工期がごく短い工事については、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点
で収益を認識しております。
　なお、一定の期間にわたり収益を認識する方法により計上した完成工事高は、72,362,873千円であります。

⑹ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の
方法と異なっております。

(会計方針の変更等)
⑴ 収益認識に関する会計基準等の適用
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を当事業年
度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれ
る金額で収益を認識することとしております。
　これにより、工事契約に係る収益認識に関して、従来は工事の進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事
進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりましたが、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり
収益を認識する方法に変更しております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、当該履行義務
を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、原価回収基準により処理しております。工期がごく短い工事
については、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っておりますが、利益
剰余金の当期首残高へ与える影響はありません。
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短期金銭債権 11,736千円
短期金銭債務 4,266,347

銀行借入金保証 40,845千円

売上高 3,567千円
仕入高 4,572,116
その他の営業取引高 104,435
営業取引以外の取引高 2,100,603

　また、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形」、「電子記録債権」、「完成工事未収入
金」及び「売掛金」は、当事業年度より「受取手形」、「電子記録債権」、「完成工事未収入金」、「売掛金」及び「契約資産」
にそれぞれ区分して表示しております。
　この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当事業年度の貸借対照表は、「完成工事未収入金」は32,135,643千
円、「売掛金」は16,645千円それぞれ減少し、「契約資産」は32,152,288千円増加しております。
⑵ 時価の算定に関する会計基準等の適用
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を当事業
年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）
第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとして
おります。なお、計算書類に与える影響はありません。

(会計上の見積りに関する注記)
⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額
　一定の期間にわたり履行義務が充足される工事契約に係る完成工事高(竣工済みの工事及び原価回収基準により処理した工事を除
く）41,142,949千円
⑵ 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　一定の期間にわたり履行義務が充足される工事契約については、工期がごく短い工事を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見
積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。進捗度の見積りは、契約ごとに、期末日までに発生した
原価の累計額が、工事原価総額に占める割合（インプット法）に基づいて算定しております。
　工事収益総額のうち、契約前に発注者の工事指示書等に基づき作業を行った場合、未契約金額については発注者からの工事指示
書等の内容から、見積りによって工事収益総額を算定しております。
　また、工事原価総額の見積りは、工事ごとに将来の気象条件や作成時点で入手可能な情報に基づいた施工条件や資機材価格につ
いて仮定を設定し、作業効率等を勘案して工種ごとに詳細に積み上げることによって見積っております。
　工事収益総額及び工事原価総額の見積りは、新たな合意による工事契約の変更や工種並びに工法の見直し、新たな事象の発生等
の状況変化により変動する可能性があります。その結果、工事収益総額及び工事原価総額は見積金額と異なる場合があり、翌年度
の計算書類の一定の期間にわたり履行義務が充足される工事契約に係る完成工事高に影響を与える可能性があります。

(貸借対照表に関する注記)
⑴ 関係会社に対する金銭債権債務

⑵ 債務保証

(損益計算書に関する注記)
関係会社との取引高
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個別注記表

当事業年度期首
株式数 (千株)

当事業年度
増加株式数 (千株)

当事業年度
減少株式数 (千株)

当事業年度末
株式数 (千株)

自己株式

普通株式 1,674 0 － 1,674

合計 1,674 0 － 1,674

繰延税金資産
　　未払事業税等 40,647千円
　　完成工事補償引当金 102,179
　　工事損失引当金 28,791
　　賞与引当金 513,612
　　賞与に対する社会保険料 76,746
　　貸倒引当金繰入限度超過額 214,053
　　修繕引当金 183,501
　　その他 260,132
　繰延税金資産　小計 1,419,664
　　評価性引当額 －
　繰延税金資産　合計 1,419,664
繰延税金負債
　　前払年金費用 △233,563
　　資産除去債務に対応する除去費用 △13,694
　　その他有価証券評価差額金 △1,140,599
　繰延税金負債　合計 △1,387,857
繰延税金資産（負債）の純額 31,806

(株主資本等変動計算書に関する注記)
自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取による取得0千株であります。

(税効果会計に関する注記)
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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個別注記表

種類 会社等
の名称 所在地 資本金又は

出資金 (千円)
事業の
内　容

議決権等
の所有

(被所有)
割合 (％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科　目 期末残高
（千円）

法人
主要
株主

東 日 本
旅客鉄道㈱

東京都
渋谷区 200,000,000 運輸業

被所有
直接　10
間接　　0

建設工事の請負
役員の兼任

完成工事高 79,471,831 完成工事未収入金 53,779,348

軌道材料等の
購入 2,950,946 工事未払金 1,299,308

⑴ １株当たり純資産額 2,556円54銭
⑵ １株当たり当期純利益 139円40銭

(関連当事者との取引に関する注記)
親会社及び法人主要株主等

(注1) 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
また、完成工事高の取引金額には一定の期間にわたり収益を認識する方法により計上した完成工事高を含んでおります。

(注2) 取引条件及び取引条件の決定方針等
取引条件については、市場価格等を勘案し、価格交渉のうえ、一般的取引条件と同様に決定しております。

(１株当たり情報に関する注記)

(収益認識に関する注記)
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について連結注記表（収益認識に関する注記）に同一の内容を記
載しておりますので注記を省略しております。

(新型コロナウイルス感染症の影響)
　新型コロナウイルス感染症の収束時期は不透明な状況が継続すると見込まれるものの、当事業年度における当社の工事の状況か
ら判断し、当社の状況に重要な影響はないとの仮定に基づき、会計上の見積りを行っております。
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